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製造業が伸び悩むインド、高成長に暗雲 
―対内直接投資の拡大と人材の確保が課題― 

調査部 主任研究員 細井 友洋 

    
《要 点》  

 
◆ インドは主要国のなかでも高成長を続けているが、けん引役はもっぱらサービス業

であり、製造業のプレゼンスは低下している。製造業の伸び悩みは、今後、①長期

的な経済成長の低迷による国民生活の停滞、②若年層の雇用悪化による経済・社会

の不安定化、③貿易収支の悪化による通貨安の進行といった問題を招くリスクがあ

る。 
 

◆ 製造業停滞の要因は複合的であり、従来から指摘されてきたビジネス環境改善の遅

れに加えて、①対内直接投資の伸び悩みによる資本不足、②労働者のスキルレベル

の低さに起因する人材不足、も製造業の競争力を阻害している可能性がある。これ

らの課題の解決に向けて、法制度の運用改善やインフラ整備の加速、学生の中途退

学者の減少による人材供給の裾野拡大などが必要となる。 
 
◆ こうした状況は、わが国企業がインドにおいてプレゼンスを拡大させるチャンスで

もあり、インドは日本からの投資拡大に期待している。その際、インフラ整備や法

制度において広範な裁量を持つ地方政府との連携を強化することや、従業員教育の

一環として幅広い学歴層を対象に職業訓練を講じていくことなど、戦略的なアプロ

ーチが重要である。 
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１．はじめに 

インド経済は内需主導の安定成長を続けている。本年１～３月期の実質ＧＤＰ成長率は、前年同

期比＋7.4％と主要国で突出した伸びとなった。インドはＧＤＰに占める輸出の割合が小さいため、

トランプ関税による経済への影響は限定的となる見込みであり、2025年、2026 年と６％超の安定成

長が続く見通しである。 

ただし、インド経済がこの先順風満帆であるという見方には疑問符が付く。現在の経済成長はも

っぱらサービス業がけん引しており、製造業はスマートフォンなどの一部業種を除き、伸び悩んで

いる。インド政府は製造業の競争力強化を志向しているものの、ＧＶＡ（粗付加価値）や雇用は期

待ほどに伸びず、国際競争力も高まっていない現状がある。こうした製造業の停滞は、中長期的に

インド経済の成長力を損なうのみならず、社会の不安定化をもたらす恐れもある。 

本稿では、インド製造業の停滞状況やそれによる経済・社会への悪影響を確認したうえで、その

要因を分析する。その際、①対内直接投資の停滞と②人材の不足に着目した考察を行う。加えて、

それらの課題解決の方向性や、日本企業への期待についても展望する。 

 

２．インド製造業の停滞と経済・社会への悪影響  

（１）伸び悩む製造業 

モディ政権は、2014年に「メイク・イン・イ

ンディア」構想を掲げ、製造業の強化による経

済成長の加速、雇用機会の創出、国際競争力の

向上に取り組んできた。例えば、エレクトロニ

クスや自動車といった先端分野の産業振興に向

けて、生産額の増加に応じて補助金を交付する

スキーム（ＰＬＩ補助金）に約２兆ルピー（Ｇ

ＤＰの１％程度）の予算を措置する、生産コス

トの低減を目的に税制構造を簡素化するなど、

様々な施策を講じてきた。 

こうした取り組みは、携帯電話の輸出額を 10

年間で 10倍以上の規模に押し上げるなど、一部の業種で一定の成果をあげているが、製造業全体で

見れば、インド経済におけるプレゼンスはむしろ低下しているというのが実情である。 

産業別の実質ＧＶＡを見ると、サービス業は 2021 年から＋33.4％増加した一方、製造業は＋

18.3％にとどまる（図表１）。結果、名目ＧＶＡに占める製造業の割合は、2014 年度の 16.3％から

2024年度の 13.9％に低下した。また、インド全体の就業者に占める製造業のシェアも長期にわたっ

て伸び悩んでおり、サービス業や建設業のシェアが拡大してきたこととは対照的である（図表２）。 

モディ政権が強化を目指している先端製造業の国際競争力も、期待されたほどには高まっていな

い。輸出競争力の高低を示す貿易特化係数を見ると、2023年は、スマートフォンを含む電気機械な

ど一部業種を除き、中間財・最終財ともにゼロ未満となっており、輸出競争力は低い状況である（図
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（図表１）インドの業種別実質GVA（季調値）



    

日本総研 Research Focus 3 

表３）。2013年から 2023年にかけての特化係数の変化を見ても、明確な改善が見られたのは、電気

機械の最終財など一部にとどまる。 

 

（２）懸念される経済・社会への悪影響 

こうした製造業の停滞は、以下の３点におい

て、インドの経済・社会の活力を損なうリスク

になると考えられる。 

第１に、長期的な経済成長が停滞するリスク

である。政府は 2047 年までに名目ＧＤＰを現

在の約 10倍の 30兆ドルに増加させるビジョン

を掲げており、その達成には平均で実質＋８％

前後の成長率を最低 10 年間続ける必要がある

と試算している。現在の＋６％台の成長率をさ

らに高める必要があるが、製造業の停滞が続く

場合、このビジョンの実現は困難となる。経済

規模が十分に拡大しない場合、一人当たりの所

得や国民生活の水準の向上も難しくなる。 

第２に、若年層の雇用が悪化し、経済・社会

が不安定化するリスクである。インドでは、若

者の就職難が深刻であり、20～29 歳の失業率は

ＡＳＥＡＮ諸国に比べて高い水準である（図表

４）。高学歴層であっても就職は厳しく、25～

34 歳の失業率（2024 年）は大卒者で 12.9％、

修士・博士卒で 19.5％と高くなっている。この

ため、公務員の採用に大卒者や修士・博士卒者

の応募が殺到しているとの報道もある。 

製造業の成長停滞は、こうした若年層の雇用
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（図表２）インドの就労者における産業別シェア
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問題の一因となっている可能性がある。生産が

10％増加した場合の雇用創出効果を推計する

と、製造業はサービス業よりも多くの雇用を生

み出し、とくに他産業への波及効果が大きいこ

とがわかる（図表５）。インド経済はこうした製

造業の雇用創出ポテンシャルを十分に活用でき

ず、若年層に十分な雇用機会を提供できていな

い可能性がある。 

消費意欲が旺盛な若年層が安定した雇用・賃

金を得られないことで、これまで経済成長をけ

ん引してきた個人消費が伸び悩み、経済全体の

成長率が低下する恐れがある。すでに自動車販

売には 2024 年以降伸び悩みの兆候が見られて

おり、生活基盤の弱い若年層が耐久消費財への

支出を減らしている可能性がある（図表６）。ま

た、生活苦を抱える人々が増加すれば、政府は

生活支援のための支出拡大や減税を行わねばな

らず、財政が悪化する恐れもある。実際に、モ

ディ首相率いる与党は昨年の総選挙において、

経済格差や雇用問題への国民の不満を背景に大

幅に議席を減らしており、その結果を受けて、

2025 年度予算で大幅な所得減税を行った経緯

がある。さらに、若年層の経済的苦境は、社会

不安や少子化の加速を招く恐れもある。 

第３に、貿易収支の悪化により、通貨安が進

むリスクである。インドの貿易赤字は 2020 年

代に入ってから一段と拡大しており、とくに中

国との貿易赤字が２倍以上に拡大している（図

表７）。電化製品などの国内需要の高まりにより、

中国が競争力を有するエレクトロニクスや機械

類の部品・原材料の輸入が急増する一方、製造

業の輸出競争力は全体として高まっていないた

め、貿易収支の改善が進まない状況にある。 

慢性的な貿易赤字により、インドは経常赤字

と対外純債務を抱えており、通貨安が進みやすい状況にある（図表８）。通貨安がインフレ高進を招

く場合、中央銀行の利下げ余地が縮小するため、景気悪化時の政策対応が不十分となり、消費や投

資の下支えが困難となる恐れがある。また、通貨安の進行が対外債務の支払い増加などを通じて金

融システムの不安定化につながるリスクもある。 
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３．製造業停滞の要因と対応の方向性 

インドの製造業が伸び悩んでいる理由は、複合的であると考えられる。熊谷［2024］は、2016

年以降の大胆な制度変更などに伴う経済・社会の一時的な混乱や、ビジネス環境改善の遅れを指摘

しており、後者については、法律の不透明な運用、物流・エネルギーインフラの整備の遅れ、複雑

な労働法制や一定規模を上回る工場に対する厳格な解雇規制、重要な原材料供給者である中国との

ＦＴＡの不在などを挙げている。 

さらに、こうした問題とも相互に関連する形で、①対内直接投資の伸び悩みによる資本不足、②

労働者のスキルレベルの低さに起因する人材不足も製造業の停滞につながっていると考えられる。

以下ではその詳細を分析するとともに、必要な政策対応の方向性も考察する。 

（１）対内直接投資の停滞 

対内投資は、マクロの貯蓄不足のために、投

資に必要な資金を国内で賄えないインドの資本

力を補うのみならず、グローバル企業の優れた

技術やノウハウを導入することで、製造業の競

争力を高めることにもつながる。しかしながら、

インドの対内投資は伸び悩んでいる。2024 年の

対内投資額を 2016 年と比較すると、非製造業

は＋25.3％増加したのに対して、製造業は▲

13.1％減少した（図表９）。また、投資額の規模

も製造業と非製造業では大きな開きがある。 

製造業の対内投資低迷の一因として考えられ

るのは、巨大な資本力と技術力を持つ中国から

の投資の伸び悩みである。インド政府は、経済

安全保障の観点から、国境を接する国からの投

資に対する事前審査制を 2020 年から施行して

おり、中国・香港からの直接投資を事実上停止

している（図表 10）。インド財務省は 2024 年

７月、「中国資本の受け入れにより国内の生産能

力を高めることで、輸出の拡大と対中貿易赤字

の縮小につながる」との見解を表明し、中国か

らの投資拡大に向けた機運が一時盛り上がった

ものの、その後の国際情勢の変化により、当面、

中国からの投資拡大は見通せない状況となって

いる。本年５月以降のパキスタンとの関係緊迫化を受け、同国と経済・軍事両面で良好な関係にあ

る中国との関係も不透明化しているためである。 

一方で、インドの対内投資を拡大させる好機も到来している。米国の保護主義政策でサプライチ

ェーンのリスク分散が求められるなかで、日米欧などのグローバル企業は、ベトナムやタイに次ぐ
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製造拠点としてインドにも注目しているためである。インドは安価で豊富な労働力を有し、他のア

ジア諸国に比べて相対的に低い相互関税率（上乗せ分）が設定されている。インドがそうした強み

を生かして対内投資を呼び込むためには、ビジネス環境の改善が必要である。具体的には、不透明

な法制度運用の是正や厳格な解雇規制の緩和、インフラ整備の加速といった課題に取り組む必要が

あろう。 

（２）人材の不足 

インドは世界最大の人口を擁し、若年層は就

職難に苦しんでいるにもかかわらず、製造業は

労働力の確保に苦しんでいる。 

ManpowerGroup がインドで毎年実施してい

る人材に関する企業調査によれば、熟練労働者

が不足していると回答した製造業の割合は、３

年連続で 79％に上り、とくに工場での生産作業

や専門工学における人材確保に困難を抱えてい

る。政府も同様の認識であり、連邦労働雇用大

臣は、2024 年 8 月にグジャラート州で開催さ

れたイベントにおいて、自動車業界をはじめ多

くの分野で熟練労働力の不足に直面していると

の見解を表明した。さらに、在インド日系企業

も、人材確保への課題を抱えている。ジェトロ

が 2023 年に実施した調査によれば、工場作業

員の人材不足が「とても深刻」または「やや深

刻」と回答した企業の割合は 54.5％にのぼる。 

こうした人材不足の理由の一端として考えら

れるのは、企業の求めるスキルレベルを満たす

労働者の絶対数が不足していることである。製

造業における一般的な傾向として、工場作業員

に求められる教育水準は高まっていると言われ

る。要求される品質レベルの上昇や工場におけ

る自動化の進展により、現場のオペレーション

が高度化しているためである。インドの製造業においても、高校以降の教育課程を修了した労働者

の割合は上昇しており、その上昇ペースは全産業平均を上回る（図表 11）。他方、インド全体の教

育水準を踏まえると、こうした人材の供給には制約があると推察される。労働力人口ベースの最終

学歴について、近年製造業の国際競争力を高めているベトナムとインドを比較すると、高校以降修

了者の割合は、ベトナムの 42.4％に対してインドは 29.1％にとどまる（図表 12）。一方で、最終学

歴が小学校卒または学校に通わなかった人々の割合は 34.9％と、ベトナムの 27.1％を上回る。イン

ドの教育水準が伸び悩む一因として、中途退学率の高さを指摘できる。インド財務省［2025］によ

ると、ある年に小学校 1 年生になった生徒のうち、高校最終学年まで就学を継続できる割合（就学
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（資料）ILOを基に日本総研作成
（注）インドの雇用者に占める高校以降の教育課程（日本の教育

段階に換算）を修了した人の割合を2018年と24年で比較。

（倍）

（図表11）高校以降修了者の割合
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（図表12）労働力人口（15～64歳）の学歴

（資料）ILOを基に日本総研作成
（注）両国の教育段階を日本のものに置き換えて表記。小学校は

学校に通わなかった人も含む。インドは2024年、ベトナムは

2023年のデータ。

（％）
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継続率）は５割に満たない。経済的に学業を継

続する余裕がない、家事や家業を優先せざるを

得ないといった理由が想定されるほか、文化・

社会的な要因も影響していると思われる。杉

本・小原［2007］は、指定カーストや指定部族

における中途退学率の高さを指摘している。ま

た、河井［2015］は、西ベンガル州における調

査結果を踏まえ、中等教育段階での早婚による

女子の中途退学が問題になっていることを示唆

している。 

このような工場作業員の不足に加えて、専門

的な知識を有するエンジニアも不足している。

Science & Engineering Indicators［2023］によると、大学入学者が最初に取得する学位に占める

工学の割合は、2020 年時点で中国の 32.8％に対してインドは 12％に過ぎない。大学卒や大学院卒

の割合が低いことを鑑みれば、製造業の技術革新や生産効率化を先導する専門人材にも供給制約が

存在すると考えられる。 

こうした人材供給のボトルネック解消に向けては、労働者一人ひとりのスキルアップを地道に図

っていく必要がある。人材供給の裾野を広げる観点からは、中途退学率の低下が不可欠である。低

所得層への就学支援の充実に加えて、文化的な配慮も必要となろう。インド政府は 2011 年以来の

実施となる次回の国勢調査において、初めてカーストの所属を尋ねる予定である。そうした情報も

活用して、個々人の状況に合った就学支援を行う選択肢もあろう。また、教育水準の不足を補って

労働者のスキルを底上げする観点からは、職業訓練も有効である。政府は様々な職業訓練プログラ

ムを用意しているが、15～29 歳で職業訓練を受けた人の割合は 26.1％にとどまる（インド統計・

計画実施省［2024］）。利用率の向上に向け、様々なチャネルを通じた周知・広報、産業界と連携し

た訓練内容の改善などに取り組むことが重要であろう。 

企業側も、より多くの労働者が製造業への就労に魅力を感じられるよう、待遇改善を図る必要が

ある。製造業の平均賃金は、農林水産業や建設業よりは高いが、サービス業よりも低く、全産業の

平均に届いていない（図表 13）。また、製造業で最も賃金の高い輸送機械産業（自動車ほか）でも、

鉱業や電力業よりも低い水準である。このため、高いスキルを持った労働者が製造業に集まりにく

い環境にある。賃上げには生産性向上が必要であり、各企業の経営努力が求められるが、政府に対

しても、経営の効率性を損なう規制の緩和や撤廃が期待される。前節で対内投資拡大につながる対

応策としても述べた、不透明な法制度運用の是正や厳格な解雇規制の緩和が有効であろう。また、

インド財務省［2025］は、労働時間制限の非効率性を指摘している。工場法（1948 年制定）にお

いては、労働時間を１週当たり最大 48 時間に制限しており、時間外労働に対して２倍の賃金を支

払わなければならない。この所定労働時間は、複数週にわたって平均化することが認められていな

いため、各企業は、受発注の変動に対応した柔軟な勤務体系をとることができないと指摘されてい

る。こうした制度の改善も、生産性向上に向けた選択肢の一つとなり得る。 
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（千ルピー）

（図13）インド労働者の平均月収（2024年）
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４. 日本企業へのインプリケーション 

以上のように、インドは安定的な経済成長を

続けているものの、対内直接投資の伸び悩みや

人材供給のボトルネックを背景に、製造業の競

争力は停滞し、中長期的な経済・社会の発展の

重石となっている。 

もっとも、こうした状況は、わが国企業がイ

ンドにおいてプレゼンスを拡大させるチャンス

と捉えることもできる。インドは、製造業にお

ける一定の技術力とノウハウを有し、安全保障

上の利害を共有する日本からの対内投資拡大に

期待しており、日系企業のインド進出数を現在

の 10 倍の 15,000 社に拡大したい意向である。わが国はこれまでも、自動車、医薬品などの製造業

を中心にインドへの投資を行ってきた実績がある（図表 14）。中国企業のインド進出が遅れている

今、インドへの投資を一層拡大させ、その巨大な消費力と供給力を日本経済の活力につなげる好機

であると言える。 

その際に、インド製造業の抱える課題を正しく認識し、解決策を提示していく必要がある。イン

フラ整備や法制度の問題に対しては、日本の官民が連携し、広範な裁量を持つ地方政府に対して是

正を働きかけていく必要がある。 

人材確保の問題については、限られた人材のパイを奪い合うのではなく、従業員教育も投資の一

環として考え、人材を創出する視点が必要となろう。工場作業員の確保に向けては、幅広い学歴の

人材を採用対象として職業訓練を行うことで、現場のオペレーションに必要な基礎的な知識・スキ

ルを獲得してもらう選択肢もある。また、大卒や大学院卒などの専門人材確保に向けては、工学系

の学位取得者に限らず、就職難にあえぐ他の理系分野の人材にも採用の幅を広げ、中長期的な視点

でスキルアップを図っていくことも考えられる。意欲ある人材には、日本での業務の場を提供しな

がら、集中的に教育を行うことで、専門人材の育成に要する期間を短縮することも可能だろう。 

 

以  上 
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